
特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会

役員報酬規程

(総則 )

第 1条  特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 (以下 「市民協」とい

う。)の常勤の役員 (以下 「役員」とい う)の報酬に関する事項は、この規程
の定めるところによる。

(報酬の区分)

第 2条  役員の報酬は、本給(基本給+役職手当)、 通勤手当、及び退職慰労金
とする。

(本給月額)

第 3条  本給月額の基本報酬額は、別表のとおりとする。

(日割計算)

第4条  次の各号に該当する場合は、勤務 1日 当たりの本給の月額を日割り
計算によつて支給する。

(1)新たに本給を受けることになり、又はこれに変更があった場合。

(2)役員が退職し、又は死亡した場合。
2 前項に定める勤務 1日 当たりの本給及び調整手当は本給及び調整手当の月
額を当該月における市民協の勤務日の日数で除した商とする。

(通勤手当)

第 5条  通勤手当は、通勤のために公共交通機関を利用している役員に実費

相当額を支給する。

(退職慰労金)

第 6条  常勤役員としての在職期間および貢献度を鑑み退職慰労金を支払え
るものとする。

2金額、支払方法については退職時に理事会で決定するものとする。

(退職慰労金の支給対象 )

第 7条  退職慰労金は、役員が退職 した場合はその者、死亡した場合はその

遺族に支給する。



(退職慰労金の支給制限)

第 8条 役員が定款第 18条 2号に該当することにより解任されたときは、退職
慰労金を支給 しない。

(報酬の支給 日及び支給方法 )

第 9条 本給は、毎月 1日 から末 日までの分を当月末 日までに支給する。ただ
し、支給 日が協会の所定休 日に当たるときは、その日前において、その日に最

も近い休 日でない日に繰 り上げて支給する。

2.通勤手当は必要 日から6ヶ月間の通勤用定期代金を必要 日までに支給する。

3.退職慰労金は、法令等によりその退職金から控除すべき金額を控除し、そ

の残額を支給事由の発生した日から一ヶ月以内に支払 うものとする。ただし、

役員が任期満了の日又はその翌 日に再び役員に就任 したときは、退職慰労金の

支給については、引き続き在職 したものとみなす。

この規程の改廃は経営委員会の議決によるものとする。

附則

附則

附則

平成 30年 5月 16日 施行

この規程は、平成 30年 4月 1日 より遡及実施する。

この規定の変更は、令和 2年 9月 9日 より実施する。



別 表

常勤役員の本給の基本報酬額

○ 常勤代表理事

○ 常勤専務理事

○ 常勤常務理事

基本給月額   120,000円

基本給月額   100,000円

基本:給月額   100,000円

事務局長手当 (業績により決める)

この常勤役員の本給の基本報酬額は令和 2年 9月 9日 より適用する。



賃金規程

第 1章 総則

(適用範囲)

第 1条 就業規則第 47条に定める職員の賃金については本規程による。ただし、労働基準法第 41条
に規定する管理監督の地位にある者には、特に定めるもののほか時間外の規程は適用しない。

(給与の構成 )

第 2条 賃金の構成は次のとおりとする。

一 所定内賃金 基 本 給

職 務 手 当

家 族 手 当賃  金―

一 所定外賃金 時間外勤務手当

休 日労働手当

深夜労働手当

通 勤 手 当

(賃金締切日、及び支払日)

第 3条 賃金の締切期間は、その月 1日 から末日までとし、その月の 1日 から末日までの分を翌月 5

日 (支払日が休日の場合はその前日)に支払う。

② 前項に規程に関わらず、次の各号の一に該当するときは、本人 (本項第 1号の場合は権利者)
の請求により、賃金支払日の前であっても、既往の勤務に対する賃金を支払う。ただし、紛議

のある部分についてはこの限りではない。

(1)職員の死亡のとき

(2)職員の退職、解雇のとき

(3)職員又はその収入によつて生計を維持しているものが結婚し、出産し、疾病にかかり、災

害を受け、及び職員の収入によつて生計を維持しているものが死亡したため、費用を必要と

するとき

(4)職員又はその収入によつて生計を維持しているものが、やむを得ない事由によつて 1週間

以上にわたつて帰郷するとき

(賃金の計算方法)

第 4条 遅刻 。早退・私用外出などにより、所定労働時間の全部又は一部を就労しなかった場合にお
いては、その不就労の時間に対する賃金は支給しない。

② 前項の場合において、不就労の時間の計算は、賃金締切期間の末日において合計し、30分未
満は切り捨てるものとする。

所定内賃金■月平均労働時間

③ l賃金締切期間における賃金の総額に 10円未満の端数を生じた場合においては、10円 に切

り上げるものとする。



④ 職員が賃金計算期間途中で入退職、休復職、欠勤した場合で、日割計算によつて支給する。
その場合の日割計算方法は、次の算定方法による。

所定内賃金■月平均労働時間×8

⑤ 出向休職の場合は出向先との契約による。

(臨時休業の賃金 )

第 5条 職員が、市民協の都合により休業した場合は、休業 1日 につき、労働基準法に規程する平均
賃金の 100分の 60を支給する。

(休職期間中の賃金)

第 6条 就業規則第 11条の体職期間中の賃金は、同条第 1号の出向休職の場合を除き、無給とする。
② 前項の出向休職の場合の賃金の支払いは、出向先との取り決めによるが、同程度の職位の場
合、出向前の賃金その他労働条件を下回るものではない。

(支払と控除)

第 7条 賃金は、通貨で直接、職員にその全額を支払う。
② 前項の規程に関わらず、次の掲げるものは、賃金から控除する。
ただし、第 6号以下に掲げるものについては、従業員の過半数を代表する者との労使協定に

基づいてこれを行う。

(1)所得税

(2)住民税

(3)健康保険料

(4)厚生年金保険料

(5)雇用保険料

(6)その他

③ 第 1項の賃金は本人の同意を得た場合には、本人が指定する名儀の預金、又は貯金の日座ヘ

振り込むことによつて支払う。

(賃金・職務手当ての見直し)

第 8条 職員の賃金は、年齢、勤続年数、習熟能力、職務、技能、役割、責任とその達成度等により

毎年 4月 に決定する。

第 2章 基本給

(基本給)

第 9条 基本給は別表 1にもとづき月給制とし、本人の能力、実績、キャリア、業務内容、などを勘

案して、各人ごとに決定する。

第 3章 諸手当

(職務手当)

第 10条 職務手当は、業務に関連した役割、責任、習熟度合いや特別な技術若しくは資格を有してい

る者に、勤続年数を勘案し、状況、内容に応じて下記の手当てを支給することができる。

例)事務局長手当、○○責任者手当等

この職務手当は、代表理事が必要と認めた場合に、活動経過、業績、内容を考慮し、毎年検

討するものとする。

2.最高月額は50,000円 とし、活動状況に応じて 1,000円単位とする。



(家族手当)

第 11条 家族手当は、扶養家族を有する職員に対し、扶養家族一人目につき月額 5,000円 、二人日以
降については、月額 2,500円 を支給する。

② 扶養家族とは、次のいずれかに該当する者で、所得税法において控除対象となる者をいう。
(1)配偶者

(2)満 18歳に達する日の後最初の 3月 31日 までの子供

(3)前号以外の生徒・学生で、在学証明書を市民協に提出した者

(4)60歳以上の父母で、非課税証明書を市民協に提出した者

(5)3親等以内の親族で、市民協が認めた者

③ 前項の扶養家族に変更が生じた場合は、直ちに所定の手続きを経て市民協に届け出なけれ
ばならない。

(時間外・深夜 。休日勤務手当)

第 12条 就業規則第 25条に定める時間外及び休日労働に対して次のとおり支給する。
(1)時間外勤務手当 (法定内残業・・8時間以内)

基本給+資格手当

×時間外労働時間数 ×1.0
月

時間外勤務手当 (法定内時間外・ 08時間超)

基本給+資格手当

×時間外労働時間数 ×1.25
月

(2)休日勤務手当 (一般所定休日労働 0・ 8時間超)

基本給+資格手当

×休日労働時間数 ×1。25

※但し、振替休日を取得したときは休日勤務手当は支給しない。

(通勤手当)

第 13条 自宅から勤務地まで半径 1.5 km以上の職員が、通勤のため、最も合理的かつ経済的な経路及
び手段で鉄道・バス等交通機関を利用する場合、非課税限度額の範囲内で、通勤定期代を原

則として通勤手当として支給する。

(手当の支給開始及び停止)

第 14条 手当の支給開始及び停止は、次のとおりとする。
(1)家族手当、資格手当は、変更の届出日の属する賃金計算月分から支給を開始し、停止す

る場合は、該当月の属する賃金計算月の翌月分からとする。

(2)通勤手当は、変更の日において、日割り計算により支給する。

第 5章 賞与

(賞与)

第 15条 賞与は、原則として年 2回、市民協の業績を考慮したうえ、賞与の計算期間における職員
本人の実績、勤務成績、勤務態度等の要素を考慮して支給する。

ただし、市民協の業績及び経済情勢により、これを行わないことがある。



(賞与の計算期間)

第 16条 前条の賞与の計算期間及び支給月は次のとおりとし、支給日はその都度定める。
(計算期間)

(1)12月 ～5月        6月
(2)6月 ～12月        12月

(賞与の受給資格)

第 17条 賞与は、賞与支給日当日の在職しない者には支給しない。ただし、定年による退職の場合
はこの限りではない。

(規定の改廃)

第 18条 この規定の改廃は常務理事会で行うこととする。

(規則の実施 )

附則

平成 25年 4月 1日 より施行する。

この規定の変更は 2020年 9月 9日 より実施する。



基本給表

初任給 (18歳)月額 142,800円
所定外

手当
年額 年棒経験

年数
年齢 基本額 活動手当 家族手当

ｎ

Ｖ 18 142,800 1,713,600 1,713,600

躊鼈
3

匡頸匡吻匡
21

142,800

145,100

1,713,600

1,741,200
隕胚蜻嘔封嘔嘔

1,741,200
４

ム 22 147,300 1,767,600 1,767,600
Ｅ
Ｕ 23 149,600 1,795,200 1,795,200

瞑胚
8
鰺[渕国
26
卜財胚
156,600

藝簑肇墨轟棗甕躍蔓籠量藝財蟷赳胚
1,879,200
飩濾隕

1,822,800

1,879,200

1, 000Ｏ

υ 27 159,000 1,908,000

10 28 161,400 1,936,800 1,936,800

11 29 163,900 1 966,800 1 966,800

. ri : r

13 31 900 800 800

14 32 171,500 000 058,000

15 33 174,100 2,089,200 2,089,200

16 34 1 800 2, 600 12 600

18 36 182,200 186,400 2,186,400

19 37 185,000 2,220,000 2, 000

20 38 187,800 2,253,600 600

21 39 700 400 288, 400

. 1

23 41 196,600 2,359,200 2, 200

24 42 199,600 200 395,200

25 43 600 431,200 2,431,200

26 44 700 2,468,400 2, 400

28 46 212,000 2, 000 544,000

29 47 21 200 582,400 2,582,400

30 48 21 500 2,622,000 り 000

31 49 221,800 2,66 600 2 661 600

33 51 600 743,200 2,743,200

34 52 232,100 2,785,200 2, 200

35 53 235,600 2,827,200 2,827,200

36

38

54

56

200

246,500

870,400

000

2, 400

2,958,000

39 57 250,200 3,002,400 3,002,400

40 58 254,000 3,048,000 3,048,000

41 59 257,900 800 3,094,800

※1日 7時間、週 35時間勤務として算出



書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項 した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第 54条第 2項第 3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動
促進法施行規則第32条第 1項各号に対応しています。以下同じです。

令和 2年 4月 1日
～令不日3年 3月 31日

事 業 年 度
特定非営利活動法人

市民福祉団体全国協議会
法人名

イに

1ヽこo29220 18り 年伝票預 金
‐住民税従業員円110,324
48000た め 円 改正介護保険実務ガ上 もれ:介護保険推進の上漏れ(書籍計前期計円5,300

ド3024円、わたしらしさノ‐―卜54000
2017

2018.1

円)、

円)円)、

20171,599,323円

円)

過年度損益修正損 11,360円 ために(@2160円 |⇒(内訳)前期計上誤 り

2000円 )× 71冊

(1)収益の源泉別の明細

借入金の明細

(3)その他

収 益 源 泉 の 内 訳 金    額

正会員受取会費 1,777,350円

賛助会員受取会費 4,050,000円

3,313,860円

90,790円

43,863円

142,480円

154,000円

受取寄附金

広報事業収益

共済事業収益

保険事業収益

緊急連絡先サービス事業収益

受取国交省補助金 3,187,350円

11,094,000円

2,000,000円

900,000円

19円

受取厚生労働省補助金

受取新型コロナ感染防止活動基金

受取負担金

受取利息

雑収入‐税対象外(家賃支援給付金非収益部門配付)
704,071円

雑収入(持続化給付金入金、家賃支援給付金収益部門配付)
1,875,814円

△
ロ 計 29,333,597円

入 先借 金 額

2,500,000円

1,000,000円

2,000,000円

5,000,000 FI]

11,200,000円

700,000円

計ノゝ
口



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及

(2) 資産の貸付けに係る料金及び条件等

役務の提供に係る料金及

条  件  等譲 渡 資 産 の 内 容 料 金

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

な し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

料 金

円

円

円

条  件  等

な し

役 務 の 提 供 の 内 容

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

らヽ | 口 役員等との取引]

譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等
譲 渡
年月日

住所又は所在地取引先の氏名等
法人との

関  係

円な し

円

円

円

円

円

円

円

円

円

(1 収益の生ずる取引の 5者

(2)費用の生ずる取引の上位 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

取引金額氏名又は名称 住所又は所在地

11,094,000円

3,187,350円

取 引 内 容 等

重層的住宅セーフティー

ネット構築支援事業補助金

新型コロナウイルス

活動支援金

老健事業補助金

止2,000,000円

1,735,000円 持続化給付金

会費1,600,000円

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

事務所賃貸料2,565,964円

1,386,654円 OA機器 リース料

1,334,515円 報告書・アンケー ト作成

647,500円 HPシステム管理 0運営費

367,520円 弁護士顧問料



ロ 資産の貸付け (金銭 け )

ハ 役務の提供 (施設の利用等を )

対 価 の 額 譲渡資産の内容等取引先の氏名等 住所又は所在地

な し 円

円

円

円

円

円

円

法人との

関  係
貸 付

年月日

円

円

円

役務提供の内容等
役務の提

供年月日
対 価 の 額住所又は所在地取引先の氏名等

法人との

関  係

円

円

円

な し

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上である の氏名並びにその寄附金の額及び受領年月日]

5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

13人 7,131,330円

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

10,000円

3,000円

200,000円

200,000円

円

2020.  7.   16

2020.  7.  27

2021.  3.  31

2021.  3.  31

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



6 支出した寄附金に関する事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にその実施日]

支出年月日 支出先の名称

2021.1.26

2021.1.26

所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

ボランティア活動支

援

NPO活動支援

5,000円

3,000円

円

円

円

円

円

円

円

合   計 8,000円

実  施  日 使 途 金   額

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

なし.



法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の 1以下であること
(1}役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

V

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記
録及び限簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1「役員の状況」から転記してください。

③l及び〕こついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してください。

ロ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

役員数

(②÷③ (④÷③

① ② ③ ④ ⑤
区 分

③
令和 2年 4月 1日

～箭口3年 3月 31日 24 人 0人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

上記を証する書類の名称とその内容等

定款。各正会員の議決権は、平等なるものとする。

匡□

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第 7号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

∝意|1中曰

・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても融 び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項
日
【 ③ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申請時

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

匝ヨ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

匡国

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項
日
【 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申請時

有・無 有。無 有・無 有・無 有・無
費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。□ 有 。無

第3表 (次葉)

(注意ヨQ
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

エ ツ 3 誕理錮

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります|。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認定を受けることはできま
せん。

記 載 要 領項    目 注 意 事 項

区分欄の「④～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、
「①」、「②」

及び「④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝D第○条に『各正会員の表決権は、
平等なものとする』と規定」のように記載します。

口の各欄
「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

① 「会計について公認会計士又は監査
法人の監査を受けている」の [はい」

|二「○」⊥丞塑誕≧L旦董嚢菫証盟藍垂堡

付してくださし≧9_

② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及
び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

した場合には、鐘:3表付表2「帳簿組

`螢

塑塑iユ』__圭重壼LL』益1立1ビ:≦L≦」三登

じて行っている」C)「はしЧ に「〇 |

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに記載する各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

ハの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①りについては、イに講 る各期

間 (「④」から「①」)を示した

二の各欄



法人名 市民福祉団体全国協議会 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請 時

人 人 人 人 人役  員  数 24人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)
役 員 の 状 況

理事

第 3表付表 1

H30.7.1就任

R2.6.30退任

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等 就任・退任

年月日
③ ⑮ ◎ ⑥ ◎ ① 申請時

H12.3.24就 任

R2.5.19死 亡田中 尚輝 理事 ○

鷲尾 公子 理事 ○ H21.7.1就任

村居 多美子 理事 ○ H23.7.1就任

牧野 史子 理事 ○ H20.6.7就任

筒井 一彦 理事 ○ H27.7.1就任

中野 喜文 理事 ○ H27.7.1就任

理事 ○
H29.7.1就任

岡田 尚平
H30.7.1就任

笠原 優 理事 ○

安立 清史 理事 ○
H30.7.1就任

須田 弘子 理事 ○
H27.7.1就任

高橋 潤 理事 ○
H30.7.1就任

H27.7.1就 任

H30.6.301退任

H30.7.1就 任

河口 博行 理事 ○

近藤 明美 ○
H12.3.24就任

○小笠原 毅 理事



法人名 市民福祉団体全国協議会 ④ ⑮ ◎ ③ ◎ ① 申 請 時

役  員  数 22人 人 人 人 人

(1)最も人数が多い「親族等」のグルー

プの人数
0人 人 人 人 人

(2)最も人数が多い「特定の法人の役員

又は使用人である者並びにこれ らの

者の親族等」のグループの人数

0人 人 人 人 人

人 人

人 人

人人

書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

○

H30.7.1就任

H27.7.1就 任

H30.6.301退任

H30,7.1就任

H12.3.24就任

H30.7.1就任

R2.6.30i量イ:E

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所 職名 続柄等

就 任 等 の 状 況

③ ⑮ ◎ ① ◎ 申請時
就任・退任

年月日
①

H12.3.24就 任

R2.5。 19死亡

H21.7.1就任

H23.7.1就任

H20.6.7就任

H27.7.1就任

H27.7.1就任

H29,7.1就任

H30.7.1就任

H30.7.1就任

H27.7.1就任

田中 尚輝

鷲尾 公子

村居 多美子

牧野 史子

理事

理事

理事

理事

○

○

○

○

○筒井 一彦

中野 喜文

岡田 尚平

理事

理事

理事

○

○

|

笠原 優

安立 清史

須田 弘子

高橋 潤

理事

理事

理事

理事

理事

理事

○

○

○

○

○

○

_|

河口 博行

近藤 明美

小笠原 毅 理事



理事 ○
H25.7.1就任

理事
H27.7.1就任

理事
H28.7.1就任

理事
H27.7.1就任

H29.7.1就任
理事

Rl.7.1就任

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。

星野 哄二

○
竹重 俊文

○
島田慎太郎

松下 典子

光岡 明子

桟敷 洋子

北本 節代

井上 謙一

○

○

○

○

○

○柴田 守

堀米 仁

Rl,7.1就任

Rl.7.1就任

H30,7.1就任

H27.7.1就任

R2.6.30退任

R2.7.1就任

理事

事

一
事

一
事

一

事

理

一
理

一
監

一

監

理事

事

一
事

理

一
監

R2.7.1就任

R2.7.1就任

○

○

○

○

石井 敦

江口 陽介

櫻井 重



法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

会計ソフト L6ks)使用

総勘定元帳 ノレーズリーフ 随時 7年

仕訳帳 同上 随時 7年

給与台帳

棚卸、資産台帳

同上 随時 7年

7年
エクセル帳票

ノレーズリーフ
随時

書式第9号 (法第44条・51条・58条関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載目D
・ 「伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝票」、「出金伝票」、「振替伝票」、「現金出納帳」、「総勘定元帳」などのように配載します。
・ 「左の帳簿等の形態」欄は、「単票」、「ルーズリーフ」、「装丁帳簿」などのように記載します。
・ 「記帳の時期」1欄は、印遭時」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第 55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:密順)に記載した内容に変更

がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 チェック欄

V
4事 業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法
人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上
であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

申罰郭寺◎ ①⑮ ◎ ①口
日項 ④

有 ・ 無 有 ・ 無有 。無有。① 有 ・ 無 有 。無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動

有 。無 有 ・ 無有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無有。①

有 。無 有 ・ 無 有 。無 有 ・ 無

征
小有

征
小有

有。① 有 。無 有 。無

政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動

特定の公職の候補者若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれら

に反対する活動

項 目 ④ ⑤ ◎ ① ◎ ① 申寄郭寺

有・無

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の閃弘 当法

人とその活動内容及び事業規模が類i以する他の法人の役

員に対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役

員に対する報酬の支給として過大と認められる報酬の支

給その他役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別

有。① 有・無

の利益の供与の有無

有。無 有。無 有。無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が

当該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過

少と認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支

配する法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び

事業の運営に関して特別の禾I協畠の供与の有無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又

は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄

有。① 有・無 有。無 有。無 有。無 有・無 有。無

有。① 有。無 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無

有。① 有・無 有。無 有。無 有・無 有。無 有・無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) (初葉)

∝意1事D
・ 「認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:割DI=記載した事項につい
て、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する細曰:」 織然嚇隕ID等がある場合に1よ そα漁眼l」 (社内規唄:D等を添付してくださしヽ

土思同

〇 しない

イ

ロ

ホ

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した書iD

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写D

各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉男llの明細、借入金の明細その他の資金に関する事項
② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
・ 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が
"万
円以上であるものに限る。)の氏名並びにその寄附金の額及晰 月

日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ 海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表)

∝意|1申Q
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及び添付する必要

があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書式第14号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表 )

法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

(注意毒判D
・ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)
は、記載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法第
55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:癬E)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定により所轄庁に提出していること

チェック欄

/

特定非営利活動促進法第 28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

④ ⑮ ◎ ③ ◎ ①

有 。 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チェック欄

V

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又は得ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第7コ|は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規1程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有・ ⑬ 有 ・ 無 有 ・ 無 有 0無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

′

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

法人名 特定非営利活動法人 市民福祉団体全国協議会 チェッタ欄

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の基準に力功わヽらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人
は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を
た場合において、その取消しの原因となつた事実があつた日以前 1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法 204条等田 )若
しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、

罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等 ∝2)
2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認
定,_畳2咀型i己]堕L塵ヨ壁ittEコE菫」盟ul質塑墨墜Iコ2」ヨ壷壁二国L=」亜E自囲隆置」量笠全二重1上墾塾LLL」 L」匿[壁』菫EL」ヱ塑ビL■_並び

1二麗Ш]壁:墨:直Ii國:liコ:議:2:」 L』童」区里堕::」国」埜」:≧:菫」」[重重i≧li上差i□:L:里墨LLE」至

`う

」堕」二匿延:医l□:≦[塑墨」コ[重」塑里:墓と整」LL菫立)。
5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営禾I掘J法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営禾I提置法人が特
"厠
定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営稲 動法人又は当該特例認1定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有。①

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から

5年を経過しなし嗜・の有無
有。①

特定非営禾1雁剛促雖法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことにより、若しくは

刑法第 2∝条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなつた日から5年を経過しない者の有無

有。①

暴力団の構成員等の有無 有。①

，

“ 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 は い ・

Ｒ

） 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人 は い ・

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しなしヽ法人
は い ・ レヽいえ

瀞
議

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、上記4に係る所轄税務署長等から交付を受けた納税証明書

[その4」 並至l聾墜壁陸鐘[贋ζ塞□奎丞ェ童i菫型L」[豊星

`2ら

交付を受け星出堕空包こ係る納税証明書を添付すること_
(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

ハ
０ 次のいずれかに該当する法人

暴力団 はい。
「
丁萩

暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 は い
。 しヽ

し`
″
Ｄ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人 は い ・


